
 

 

 

 

 

令和 8 年度からの事業予定者が決定しました 

～横浜市立中学校給食調理・配送等業務～ 

令和 8 年度からの全員給食に向けて、市内の対象中学校 144 校をＡ区分とＢ区分の 2 区分に分け、事業者公

募を実施しました。評価委員会での審査を経て、このたび事業予定者（優先交渉権者）を決定しました。これにより、

令和 8 年度から生徒、教職員あわせて約 81,000 食の供給ができる見込みです。 

今後、事業予定者との協議を進め、食缶での汁物提供やアレルギー代替食の提供など、新しい横浜の中学校給

食の実現、安全・安心で、生徒に喜ばれる給食の提供に向けて、準備を進めてまいります。 

 

１ 事業予定者（優先交渉権者）について 

公募の概要及び事業予定者は以下のとおりです。 

(1) A 区分：市有地を活用した調理・配送委託（民設民営方式） 

   ＜事 業 期 間＞ 令和 8 年度～令和 22 年度の 15 年間（委託契約期間は準備も含め 17 年間） 

   ＜想定募集食数＞ 28,000 食程度／日（7 区：全体の約 35％）               

   ＜募 集 概 要＞ 本市が保有する事業用地（横浜市金沢区福浦一

丁目）に、事業用定期借地権を設定し、受託者

に貸し付ける。借地権の存続期間（契約期間）は

17 年とする。 

   ＜拠 点 機 能＞ 新設する工場は、「横浜市の中学校給食事業推

進拠点」として位置付け、アレルギー対応や温か

さの工夫など、新たな取組を検討・実施する拠点

施設とする。 

＜提案事業者＞ １者 

＜事業予定者＞ ハーベストネクスト株式会社 

(2) B 区分：民間工場を活用した調理・配送委託 

   ＜事 業 期 間＞ 令和 8 年度～令和 12 年度の 5 年間 

   ＜想定募集食数＞ 53,000 食程度／日（11 区：全体の約 65％） 

   ＜募 集 概 要＞ 民間事業者による市内工場の新設、または民間 

              事業者の既存工場を活用して給食を提供する。 

   ＜提案事業者＞ ６者（１者辞退） 

＜事業予定者＞ 株式会社美幸軒、東華軒グループ（※１）、ハーベスト株式会社、 

株式会社安田物産、株式会社山路フードシステム （順不同：受託エリア順） 

   （※１）株式会社東華軒（代表構成員）と株式会社美幸軒（その他の構成員）の共同企業体 

(３) 事業予定者の受託エリア（A・B 区分）  

区分 
事業予定者 

（優先交渉権者） 
工場所在地 受託エリア 

アレルギー代替食 

提供事業予定者 

A ハーベストネクスト㈱ 金沢区（新設） 中区、南区、港南区、磯子区、金沢区、戸塚区、栄区 ハーベストネクスト㈱ 

B 

㈱美幸軒 川崎市 鶴見区①、鶴見区②、神奈川区② 
㈱安田物産 

※Ｂ区分の全エリアに

アレルギー代替食を

提供 

東華軒グループ 小田原市 神奈川区①、西区、保土ケ谷区①、保土ケ谷区② 

ハーベスト㈱ 綾瀬市 旭区①、旭区②、緑区①、泉区、瀬谷区 

㈱安田物産 都筑区（新設） 港北区①、港北区②、緑区②、都筑区①、都筑区② 

㈱山路フードシステム 相模原市 青葉区①、青葉区② 
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【Ａ区分】 

【B 区分】 



 

 

 

 

 

 

 

 ２ 事業予定者（優先交渉権者）からの主な提案内容 

(1) A 区分 

   ● HACCP（※２）に基づいた、最大 30,000 食/日を調理後４時間以内に提供できる施設整備 

● ２つの調理ライン配置による衛生事故発生リスクの低減、調理作業の効率化 

● 大型の見学窓を設置した多目的会議室、サンプル作成厨房の整備 

● 地元の雇用創出（調理・配送・配膳員） 

● 資材の断熱性向上・新設工場の大屋根を活かした太陽光発電設備など、省エネ設備の導入等により、光熱

水費を 15 年間で従来比 20％削減目標 

  ※詳細は今後、事業予定者との協議の上、実施していく予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新設工場（横浜市中学校給食事業推進拠点）のイメージパース （事業予定者から提供）  

 ※イメージパースは提案書提出時点のものであり、今後変更となる可能性があります。 

(２) B 区分 

● 全ての事業者において、安全・安心な給食を実施するために必要な供給能力や HACCP（※２）に基づいた 

衛生管理体制など、横浜市の求める水準を満たす提案内容 

● 事業予定者のうち１者は、今回の公募を機に新たに都筑区内に民間工場を整備する予定 

（※２）食品等事業者自らが食中毒菌汚染や異物混入等の危害要因（ハザード）を把握した上で、原材料の入荷から製品の出荷に

至る全工程の中で、それらの危害要因を除去又は低減させるために特に重要な工程を管理し、製品の安全性を確保しようとす

る衛生管理の手法（厚生労働省 HP より） 

３ 事業実施までのスケジュール（予定） 

 今後、調理・配送等業務委託契約や事業用定期借地権設定契約の締結（A 区分）、基本協定（B 区分）の締結等

に向けて、事業予定者（優先交渉権者）との調整を進めていきます。 

※契約等の締結にあたっては、債務負担行為の設定に関する議決を停止条件とします。 

 スケジュール（予定） 

  令和 6 年 2 月～   予算審議（債務負担行為の設定） 

  令和 6 年 4 月     【Ａ区分】調理・配送等業務委託契約、事業用定期借地権設定契約の締結（予定） 

   【B 区分】基本協定の締結（予定） 

   ⇒令和 8 年 4 月に調理・配送等業務委託契約締結（予定） 

  令和 8 年 4 月     全員給食の開始 

お問合せ先 

教育委員会事務局健康教育・食育課中学校給食推進担当課長  赤井 守 Tel 045-671-4591 

【プロポーザルでの評価について】 

①「事業者の状況（財務状況や事業実績等）」、②「施設・設備」、③「給食調理（供給能力や衛生管理体制等）」、 

④「配送・配膳体制」、⑤「環境負荷軽減」、⑥「その他（受託に対する抱負等）」の項目について、プロポーザル評価委

員会において、総合的に評価を実施しました。 ※公募内容の違いにより、A 区分と B 区分とで評価項目が若干異なります。 


